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１．大規模災害における被災自治体に

対する人的支援 
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２．会計年度任用職員制度の導入等 
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会計年度任用職員制度関係条例案の議会提案予定時期等について 

 

平 成 ３ １ 年 １ 月 

自治行政局公務員部 

 

１．関係条例案の議会提案予定時期（平成３０年１２月１日現在） 

  各団体における関係条例案の議会提案予定時期については、募集開始時期や制度の周知

期間などを勘案して定める必要がある。 

９割近くの団体（都道府県・指定都市は全団体）が平成３１年９月までに議会提案を予

定している。一方で、「未定」の団体が３％弱あり、これらの団体は直ちに全体スケジュ

ール作成の上、条例制定の準備を進める必要がある。 

 
 

２．各地方公共団体における施行に向けた検討状況（平成３０年１２月１日現在） 

  各項目について、概ね９割の団体が「整理済（確定済）」又は「検討・整理中」として

いる。一方で、市町村を中心に「未着手」の団体も一定程度ある。 

  また、全ての項目が「未着手」の団体が６８団体（全体の３．８％）あり、これらの団

体は直ちに改正法の施行に向けた検討を進める必要がある。 

 

～H30.12 H31.1～3 H31.4～6 H31.7～9 H31.10～12 H32.1～3 未定

1 9 25 12 0 0 0

割合 2.1% 19.1% 53.2% 25.5% 0.0% 0.0% 0.0%

0 7 12 1 0 0 0

割合 0.0% 35.0% 60.0% 5.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 16 233 483 41 0 22

割合 0.0% 2.0% 29.3% 60.8% 5.2% 0.0% 2.8%

0 12 166 586 133 2 27

割合 0.0% 1.3% 17.9% 63.3% 14.4% 0.2% 2.9%

1 44 436 1082 174 2 49

割合 0.1% 2.5% 24.4% 60.5% 9.7% 0.1% 2.7%

※「○月議会or○月議会」と回答した団体は遅い方の時期で集計

合計(1788)

都道府県(47)

指定都市(20)

区分(団体数)

市区(795)

町村(926)

議会提案予定時期

整理済 検討・整理中 未着手 確定済 検討・整理中 未着手 確定済 検討・整理中 未着手 確定済 検討・整理中 未着手

2 45 0 3 43 1 1 46 0 1 46 0

割合 4.3% 95.7% 0.0% 6.4% 91.5% 2.1% 2.1% 97.9% 0.0% 2.1% 97.9% 0.0%

2 18 0 0 20 0 0 20 0 0 20 0

割合 10.0% 90.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

76 710 9 4 739 52 1 753 41 4 742 49

割合 9.6% 89.3% 1.1% 0.5% 93.0% 6.5% 0.1% 94.7% 5.2% 0.5% 93.3% 6.2%

67 793 66 4 748 174 2 739 185 4 737 185

割合 7.2% 85.6% 7.1% 0.4% 80.8% 18.8% 0.2% 79.8% 20.0% 0.4% 79.6% 20.0%

147 1566 75 11 1550 227 4 1558 226 9 1545 234

割合 8.2% 87.6% 4.2% 0.6% 86.7% 12.7% 0.2% 87.1% 12.6% 0.5% 86.4% 13.1%

(a) 職の再設定に関する検討状況

都道府県(47)

指定都市(20)

市区(795)

町村(926)

区分(団体数)

(d) 会計年度任用職員の
　　勤務時間、休暇及び育児
　　休業等に関する検討状況

(c) 会計年度任用職員の
　　給与（給料、報酬、手当
　　等）に関する検討状況

(b) 会計年度任用職員の
　　任用等（募集・能力実証、
　　任用）に関する検討状況

合計(1788)
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カ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
［表 略］ ［表 同左］
［キ～ケ 略］ ［キ～ケ 同左］
備考 ［１～６ 略］ 備考 ［１～６ 同左］

７ 「ウ 級別職員数」の「（級別の基準となる職務）」は、原則として、当該会計におけ
る最も代表的な職種の職員に適用される給料表に係る職種について作成すること。

７ 「ウ 級別職員数」の「（級別の標準的な職務内容）」は、原則として、当該会計にお
ける最も代表的な職種の職員に適用される給料表に係る職種について作成すること。

［８～10 略］ ［８～10 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 下 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 下 線 は 注 記 で あ る 。

附 則

こ の 省 令 は 、 平 成 三 十 二 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 予 算 に 関 す る 説 明 書 様 式 （ 第 十 五 条 の 二 関 係 ） 給 与 費 明 細 書 の 改 正 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

平
成

年
月

日
金
曜
日

(号
外
第

号
)

官
報

地 方 自 治 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

地 方 自 治 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 二 年 内 務 省 令 第 二 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 下

線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 後 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、

こ れ を 削 り 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。

改 正 後 改 正 前

歳入歳出予算の款項の区分及び目の区分（第十五条関係） 歳入歳出予算の款項の区分及び目の区分（第十五条関係）
［表 略］ ［表 同左］
［備考 略］ ［備考 同左］

２ 一般職の職員の給料、職員手当等（退職手当を除く。）及び共済費は、※印を付して
いる目に計上すること。

２ 一般職の職員の給料、職員手当（退職手当を除く。）及び共済費は、※印を付してい
る目に計上すること。

３ ２にかかわらず、事業費支弁の一般職の職員の給料、職員手当等（退職手当を除く。）
及び共済費は、当該事業費の目に計上すること。

３ ２にかかわらず、事業費支弁の一般職の職員の給料、職員手当（退職手当を除く。）
及び共済費は、当該事業費の目に計上すること。

４ ２にかかわらず、施設の一般職の職員に係る給料、職員手当等（退職手当を除く。）
及び共済費は当該施設の目に計上することができること。

４ ２にかかわらず、施設の一般職の職員に係る給料、職員手当（退職手当を除く。）及
び共済費は当該施設の目に計上することができること。

５ ２にかかわらず、会計年度任用職員の給料、職員手当等（退職手当を除く。）及び共
済費は、当該事業の目に計上することができること。

［新設］

６ ［略］ ５ ［同左］
７ ［略］ ６ ［同左］

［表 略］
備考 ［１ 略］

［表 同左］
備考 ［１ 同左］

歳出予算に係る節の区分（第十五条関係） 歳出予算に係る節の区分（第十五条関係）

節 説 明 節 説 明

［１～６ 略］ ［１～６ 同左］
［削る］ ７ 賃 金
７～27 ［略］ ８～28 ［同左］

［備考 略］ ［備考 同左］
予算に関する説明書様式（第十五条の二関係） 予算に関する説明書様式（第十五条の二関係）

給 与 費 明 細 書 給 与 費 明 細 書
［１ 略］ ［１ 同左］
２ 一般職 ２ 一般職
［ ・ 略］ ［ ・ 同左］
給料及び職員手当の状況 給料及び職員手当の状況

［ア・イ 略］ ［ア・イ 同左］
ウ 級別職員数 ウ 級別職員数
［表 略］ ［表 同左］
（級別の基準となる職務） （級別の標準的な職務内容）
［表 略］ ［表 同左］
［エ・オ 略］ ［エ・オ 同左］

平
成

年
月

日
金
曜
日

(号
外
第

号
)

官
報

〇 総 務 省 令 第 三 十 七 号

地 方 自 治 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 二 年 政 令 第 十 六 号 ） 第 百 四 十 四 条 第 二 項 及 び 第 百 四 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 地 方 自 治 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日 総 務 大 臣 石 田 真 敏
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３． 時間外勤務命令の上限設定等 
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施
行
期
日
Ⅰ
：
公
布
日
（
平
成
３
０
年
７
月
６
日
）

Ⅱ
：
平
成
３
１
年
４
月
１
日
（
中
小
企
業
に
お
け
る
時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
に
係
る
改
正
規
定
の
適
用
は
平
成
３
２
年
４
月
１
日
、
１
の
中
小
企
業
に
お
け
る
割
増
賃
金
率
の
見
直
し
は
平
成
３
５
年
４
月
１
日
）

Ⅲ
：
平
成
３
２
年
４
月
１
日
（中
小
企
業
に
お
け
る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
・労
働
契
約
法
の
改
正
規
定
の
適
用
は
平
成
３
３
年
４
月
１
日
）

※
（衆
議
院
に
お
い
て
修
正
）改
正
後
の
各
法
の
検
討
を
行
う
際
の
観
点
と
し
て
、
労
働
者
と
使
用
者
の
協
議
の
促
進
等
を
通
じ
て
、
労
働
者
の
職
業
生
活
の
充
実
を
図
る
こ
と
を
明
記
。

働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
平
成
3
0
年
法
律
第
7
1
号
）
の
概
要

労
働
者
が
そ
れ
ぞ
れ
の
事
情
に
応
じ
た
多
様
な
働
き
方
を
選
択
で
き
る
社
会
を
実
現
す
る
働
き
方
改
革
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
、
長
時
間
労
働
の
是
正
、
多
様
で
柔
軟
な

働
き
方
の
実
現
、
雇
用
形
態
に
か
か
わ
ら
な
い
公
正
な
待
遇
の
確
保
等
の
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
。

働
き
方
改
革
に
係
る
基
本
的
考
え
方
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
国
は
、
改
革
を
総
合
的
か
つ
継
続
的
に
推
進
す
る
た
め
の
「
基
本
方
針
」
（閣
議
決
定
）
を
定
め
る
こ
と
と
す
る
。
(雇
用
対
策
法
)

※
（衆
議
院
に
お
い
て
修
正
）中
小
企
業
の
取
組
を
推
進
す
る
た
め
、
地
方
の
関
係
者
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
協
議
会
の
設
置
等
の
連
携
体
制
を
整
備
す
る
努
力
義
務
規
定
を
創
設
。

Ⅰ
働
き
方
改
革
の
総
合
的
か
つ
継
続
的
な
推
進

１
労
働
時
間
に
関
す
る
制
度
の
見
直
し
（労
働
基
準
法
、
労
働
安
全
衛
生
法
）

・時
間
外
労
働
の
上
限
に
つ
い
て
、
月
45
時
間
、
年
3
6
0時
間
を
原
則
と
し
、
臨
時
的
な
特
別
な
事
情
が
あ
る
場
合
で
も
年
7
2
0時
間
、
単
月
10
0時
間
未
満
（休
日
労
働

含
む
）、
複
数
月
平
均
80
時
間
（休
日
労
働
含
む
）を
限
度
に
設
定
。

（※
）自
動
車
運
転
業
務
、
建
設
事
業
、
医
師
等
に
つ
い
て
、
猶
予
期
間
を
設
け
た
上
で
規
制
を
適
用
等
の
例
外
あ
り
。
研
究
開
発
業
務
に
つ
い
て
、
医
師
の
面
接
指
導
を
設
け
た
上
で
、
適
用
除
外
。

・月
60
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労
働
に
係
る
割
増
賃
金
率
（
50
%以
上
）に
つ
い
て
、
中
小
企
業
へ
の
猶
予
措
置
を
廃
止
す
る
。
ま
た
、
使
用
者
は
、
10
日
以
上
の
年
次
有
給

休
暇
が
付
与
さ
れ
る
労
働
者
に
対
し
、
５
日
に
つ
い
て
、
毎
年
、
時
季
を
指
定
し
て
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
。

・高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度
の
創
設
等
を
行
う
。
（高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度
に
お
け
る
健
康
確
保
措
置
を
強
化
）

※
（衆
議
院
に
お
い
て
修
正
）高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度
の
適
用
に
係
る
同
意
の
撤
回
に
つ
い
て
規
定
を
創
設
。

・
労
働
者
の
健
康
確
保
措
置
の
実
効
性
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
労
働
時
間
の
状
況
を
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
把
握
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
。
（
労
働
安
全
衛
生
法
）

２
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
の
普
及
促
進
等
（労
働
時
間
等
設
定
改
善
法
）

・事
業
主
は
、
前
日
の
終
業
時
刻
と
翌
日
の
始
業
時
刻
の
間
に
一
定
時
間
の
休
息
の
確
保
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
。

※
（衆
議
院
に
お
い
て
修
正
）事
業
主
の
責
務
と
し
て
、
短
納
期
発
注
や
発
注
の
内
容
の
頻
繁
な
変
更
を
行
わ
な
い
よ
う
配
慮
す
る
努
力
義
務
規
定
を
創
設
。

３
産
業
医
・産
業
保
健
機
能
の
強
化
（
労
働
安
全
衛
生
法
等
）

・事
業
者
か
ら
、
産
業
医
に
対
し
そ
の
業
務
を
適
切
に
行
う
た
め
に
必
要
な
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
と
す
る
な
ど
、
産
業
医
・産
業
保
健
機
能
の
強
化
を
図
る
。

Ⅱ
長
時
間
労
働
の
是
正
、
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方
の
実
現
等

１
不
合
理
な
待
遇
差
を
解
消
す
る
た
め
の
規
定
の
整
備
（パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
、
労
働
契
約
法
、
労
働
者
派
遣
法
）

短
時
間
・有
期
雇
用
労
働
者
に
関
す
る
同
一
企
業
内
に
お
け
る
正
規
雇
用
労
働
者
と
の
不
合
理
な
待
遇
の
禁
止
に
関
し
、
個
々
の
待
遇
ご
と
に
、
当
該
待
遇
の
性
質
・目
的

に
照
ら
し
て
適
切
と
認
め
ら
れ
る
事
情
を
考
慮
し
て
判
断
さ
れ
る
べ
き
旨
を
明
確
化
。
併
せ
て
有
期
雇
用
労
働
者
の
均
等
待
遇
規
定
を
整
備
。
派
遣
労
働
者
に
つ
い
て
、
①
派

遣
先
の
労
働
者
と
の
均
等
・均
衡
待
遇
、
②
一
定
の
要
件
※
を
満
た
す
労
使
協
定
に
よ
る
待
遇
の
い
ず
れ
か
を
確
保
す
る
こ
と
を
義
務
化
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
事
項
に
関
す
る

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
根
拠
規
定
を
整
備
。

（※
）同
種
業
務
の
一
般
の
労
働
者
の
平
均
的
な
賃
金
と
同
等
以
上
の
賃
金
で
あ
る
こ
と
等

２
労
働
者
に
対
す
る
待
遇
に
関
す
る
説
明
義
務
の
強
化
（パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
、
労
働
契
約
法
、
労
働
者
派
遣
法
）

短
時
間
労
働
者
・有
期
雇
用
労
働
者
・派
遣
労
働
者
に
つ
い
て
、
正
規
雇
用
労
働
者
と
の
待
遇
差
の
内
容
・理
由
等
に
関
す
る
説
明
を
義
務
化
。

３
行
政
に
よ
る
履
行
確
保
措
置
及
び
裁
判
外
紛
争
解
決
手
続
（行
政
A
D
R
）の
整
備

１
の
義
務
や
２
の
説
明
義
務
に
つ
い
て
、
行
政
に
よ
る
履
行
確
保
措
置
及
び
行
政
A
D
R
を
整
備
。

Ⅲ
雇
用
形
態
に
か
か
わ
ら
な
い
公
正
な
待
遇
の
確
保

23
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４． 女性活躍、ハラスメント対策 
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女
性
の
職
業
生
活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
関
す
る
法
律
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
の
概
要

女
性
を
は
じ
め
と
す
る
多
様
な
労
働
者
が
活
躍
で
き
る
就
業
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、
女
性
の
職
業
生
活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
関
す
る
一
般
事

業
主
行
動
計
画
の
策
定
義
務
の
対
象
拡
大
、
情
報
公
表
の
強
化
、
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
の
た
め
の
事
業
主
の
雇
用
管
理
上
の
措
置
義
務
等
の

新
設
、
セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
の
防
止
対
策
の
強
化
等
の
措
置
を
講
ず
る
。

改
正
の
趣
旨

１
．
女
性
活
躍
の
推
進

【
女
性
活
躍
推
進
法

】

⑴
一
般
事
業
主
行
動
計
画
の
策
定
義
務
の
対

象
拡

大
一
般
事
業
主
行
動
計
画
の
策
定
義
務
の
対

象
を

、
常
用

労
働

者
30
1人

以
上
か

ら
10
1人

以
上
の

事
業
主

に
拡

大
す

る
。

⑵
女
性
の
職
業
生
活
に
お
け
る
活
躍
に
関
す

る
情

報
公
表

の
強

化
及

び
そ

の
履
行

確
保

情
報
公
表
義
務
の
対
象
を

10
1人

以
上
の
事
業

主
に
拡

大
す

る
。

ま
た

、
30
1人

以
上
の

事
業

主
に
つ

い
て

は
、

現
在

１
項
目

以
上

の
公

表
を
求
め
て
い
る
情
報
公
表
項
目
を
「
①
職
業

生
活

に
関

す
る
機

会
の

提
供

に
関

す
る
実

績
」
、
「

②
職

業
生
活

と
家

庭
生

活
と

の
両
立

に
資
す
る
雇
用
環
境
の
整
備
に
関
す
る
実
績
」

に
関

す
る
項

目
に

区
分

し
、

各
区
分

か
ら

１
項
目
以

上
公
表

す
る

こ
と

と
す

る
。

あ
わ
せ
て
、
情
報
公

表
に
関
す
る
勧
告
に
従

わ
な

か
っ
た

場
合

に
企

業
名

公
表
が

で
き

る
こ

と
と

す
る
。

⑶
女
性
活
躍
に
関
す
る
取
組
が
特
に
優
良
な

事
業

主
に
対

す
る

特
例

認
定

制
度
（

プ
ラ

チ
ナ
え
る

ぼ
し
（

仮
称

）
）

の
創

設
２
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
の
強
化

⑴
国
の
施
策
に
「
職
場
に
お
け
る
労
働
者
の
就

業
環
境

を
害

す
る

言
動

に
起
因

す
る

問
題

の
解

決
の
促

進
」

（
ハ

ラ
ス

メ
ン
ト

対
策

）
を

明
記

【
労

働
施

策
総
合
推
進
法
】

⑵
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
対
策
の
法
制

化
【
労
働
施
策
総
合
推
進
法

】

①
事
業
主
に
対
し
て
、
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト

防
止
の

た
め

の
雇

用
管

理
上
の

措
置

義
務
（
相

談
体
制

の
整

備
等

）
を

新
設

あ
わ
せ
て
、
措
置
の
適
切
・
有
効
な
実
施

を
図

る
た
め

の
指

針
の

根
拠

規
定
を

整
備

②
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
す
る
労
使

紛
争

に
つ
い

て
、

都
道

府
県

労
働
局

長
に

よ
る
紛
争

解
決
援

助
、

紛
争

調
整

委
員
会

に
よ

る
調
停
の
対
象
と
す
る
と
と
も
に
、
措
置
義

務
等

に
つ
い

て
履

行
確

保
の

た
め
の

規
定

を
整
備

⑶
セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
の
防
止

対
策

の
強
化

【
男
女
雇
用

機
会

均
等

法
、
育

児
・
介

護
休

業
法

、
労

働
施
策

総
合

推
進

法
】

①
セ
ク

シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
に
起
因
す
る
問
題
に
関
す
る
国
、
事
業
主
及
び
労
働

者
の
責
務
の
明
確
化

②
労
働
者
が
事
業
主
に
セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ

ラ
ス

メ
ン
ト

等
の

相
談

を
し

た
こ
と

等
を

理
由
と
す

る
事
業

主
に

よ
る

不
利

益
取
扱

い
を

禁
止

※
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
及
び

い
わ
ゆ
る
マ
タ
ニ
テ
ィ
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
つ
い
て
も
同
様

の
規

定
を
整

備

改
正
の
概
要

公
布
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
（た
だ
し
、
１

⑴
⑵
の
対
象
拡
大
は
３
年
、
２

⑴
は
公
布
日
。
ま
た
、

２
（
2
）
①
に
つ
い
て
、
中
小
事
業
主
は
公
布
日
か
ら
起
算
し
て
３
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
ま
で
は
努
力
義
務
）

施
行
期
日
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1
.9

2
2
.2

2
.9

3
.6

4
.4

02468

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

平
成
2
4
年
度

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

（
%
）

男
性
の
育
児
参
加
の
促
進
に
つ
い
て
①

○
共
働
き
世
帯
が
増
加
す
る
中
で
、
女
性
が
職
場
に
お
い
て
活
躍
す
る
た
め
に
は
、
男
性
の
育
児
参
加
の
促
進
が
喫
緊
か
つ

重
要
な
課
題

○
男
性
が
５
日
以
上
等
の
ま
と
ま
っ
た
期
間
、
育
児
の
た
め
の
休
暇
等
（
配
偶
者
出
産
休
暇
な
ど
）
を
取
得
す
る
こ
と
は
、

・
本
人
に
と
っ
て
、
今
後
も
長
く
続
く
子
育
て
に
能
動
的
に
関
わ
る
契
機
と
な
る
だ
け
で
な
く
、

・
事
業
主
に
と
っ
て
も
、

➤
働
き
方
改
革
、
性
別
に
よ
る
固
定
的
役
割
分
担
意
識
の
打
破

➤
子
育
て
等
に
理
解
の
あ
る
職
場
風
土
の
形
成
や
、
妊
娠
・
出
産
を
控
え
る
職
員
へ
の
理
解
が
広
が
り
、
ひ
い
て
は
、

マ
タ
ニ
テ
ィ
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
の
減
少
に
も
資
す
る
。

■
男
性
が
５
日
以
上
等
の
一
定
期
間
、
育
児
等
の
た
め
の
休
暇
等
を
取
得
す
る
こ
と
の
意
義

2
2
.8

3
.1

5
.5

8
.2

1
0
.0

02468

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

平
成
2
4
年
度

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

（
％
） ※
取
得
期
間
は
、
「
1
月
以
下
」
が
6
8
％
（
H
2
9
年
度
）

※
取
得
期
間
は
「
６
月
以
下
」
が
7
7
.4
％
（
H
2
8
年
度
）

第
4
次
男
女
共
同
参
画
計
画
に
定
め
る

成
果
目
標
：
1
3
％
（
平
成
3
2
年
）

（
１
）
国
家
公
務
員
（
常
勤
職
員
・
男
性
）
の
育
児
休
業
取
得
率

（
２
）
地
方
公
務
員
（
常
勤
職
員
・
男
性
）
の
育
児
休
業
取
得
率

第
4
次
男
女
共
同
参
画
計
画
に
定
め
る

成
果
目
標
：
1
3
％
（
平
成
3
2
年
）
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男
性
の
育
児
参
加
の
促
進
に
つ
い
て
②

（
３
）
国
家
公
務
員
の
配
偶
者
出
産
休
暇
(2
日
)と

育
児
参
加
の
た
め
の
休
暇
(5
日
)（
「
男
の
産
休
」）

を
取
得
し
た
職
員
の
割
合

6
5
.7

6
7
.6

7
4
.7

7
7
.6

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

平
成
2
6
年
度

2
7

2
8

2
9

（
％
）

2
4
.7

3
0
.8

3
9
.1

5
1
.9

7
3
.2

7
5
.0

8
0
.1

8
2
.8

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

平
成
2
6
年
度

2
7

2
8

2
9

（
％
）

（
４
）
地
方
公
務
員
の
配
偶
者
出
産
休
暇
又
は
育
児
参
加
の
た
め
の

休
暇
を
取
得
し
た
職
員
の
割
合
（
地
方
公
共
団
体
独
自
の
特
別

休
暇
等
を
取
得
し
た
職
員
を
含
む
）

注
１

（
１
）
及
び
（
３
）
の
グ
ラ
フ
は
「
女
性
国
家
公
務
員
の
登
用
状
況
及
び
国
家
公
務
員
の
育
児
休
業
等
の
取
得
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」
（
平
成
3
0
年
1
1
月
2
日

内
閣
人
事
局
）
を
基

に
作
成
。
「
職
員
の
割
合
」
は
、
「
当
該
年
度
中
に
新
た
に
育
児
休
業
等
が
取
得
可
能
と
な
っ
た
職
員
数
（
ａ
）
」
に
対
す
る
「
新
規
取
得
者
数
（
ｂ
）
」
の
割
合
（
ｂ
／
ａ
）
。

２
（
２
）
及
び
（
４
）
の
グ
ラ
フ
は
「
地
方
公
共
団
体
の
勤
務
条
件
等
に
関
す
る
調
査
」
（
平
成
2
4
～
2
9
年
度

総
務
省
）
を
基
に
作
成
。
年
度
中
に
新
た
に
育
児
休
業
が
取
得
可
能
と
な
っ
た

職
員
数
に
対
す
る
、
同
年
度
中
に
配
偶
者
出
産
休
暇
又
は
育
児
参
加
の
た
め
の
休
暇
の
う
ち
、
ど
ち
ら
か
も
し
く
は
両
方
の
休
暇
を
取
得
し
た
者
の
割
合
。

３
（
４
）
の
グ
ラ
フ
の
平
成
2
6
年
度
及
び
平
成
2
7
年
度
の
数
値
に
つ
い
て
は
、
東
京
都
に
お
い
て
把
握
で
き
な
か
っ
た
た
め
、
東
京
都
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

４
地
方
公
務
員
の
配
偶
者
出
産
休
暇
の
取
得
可
能
日
数
は
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
っ
て
異
な
る
。

５
日
以
上
取
得
し
た

職
員
の
割
合
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５． 障害者雇用の促進 
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６． 定年引上げ 
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７． 地方公務員の給与及び人事評価 

制度の活用 
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平成３０年地方公務員給与実態調査結果等のポイント

ラスパイレス指数（全団体加重平均）

※ラスパイレス指数：全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、
学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。

（１） 団体区分別平均

（２） 団体区分別最高値・最低値

○ 平成３０年４月１日現在 ９９．２

（３） ラスパイレス指数の推移

前年 ９９．２ ±０

※参考値：給与改定・臨時特例法による国家公務員の給与削減措置がないとした場合の値。

（４） その他

・地域手当補正後ラスパイレス指数 全地方公共団体平均 ９９．１
（ラスパイレス指数との差 △０．１）

・ラスパイレス指数に指定職を含めた場合の試算値 全地方公共団体平均 ９８．７
（ラスパイレス指数との差 △０．５）

全地方 公共
団 体 平 均

都 道 府 県

指 定 都 市

市

町 村

特 別 区

0.0 

0.5 

区 分

110.6 99.2 

100.1 

100.3 

99.2 

100.2 

99.9 

S49.4.1 H29.4.1 H30.4.1

－ 

99.2 

113.8 

116.1 

111.3 

99.1 99.1 

96.4 

増　　　　減

S49→H30

100.1 

96.4 

99.6 

H29→H30

△ 11.4 

△ 11.2 

△ 15.8 

△ 14.7 

△ 2.8 

－ 

0.0 

△ 0.1 

0.4 

0.0 

都 道 府 県 102.5 神奈川県 95.3 鳥取県

指 定 都 市 103.0 静岡市 96.9 大阪市

市 区 町 村 103.6 
静岡県熱海市
静岡県三島市 79.6 大分県姫島村

最低値

H30.4.1

最高値
区 分

98.9
(参考値)

98.8
(参考値)

指数

年

105.5

110.6

106.7

104.6

102.7
101.7

100.5

100.1

97.9 98.7 98.5 98.8 98.9

107.0 106.9
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○人事評価結果の活用状況（平成30年度調査）　  (平成30年4月1日現在) 　＜都道府県＞

設定状況 設定予定時期 設定状況 設定予定時期 活用状況 活用予定時期 活用状況 活用予定時期 設定状況 設定予定時期 設定状況 設定予定時期 活用状況 活用予定時期 活用状況 活用予定時期

1 北海道 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 青森県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 岩手県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 宮城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 秋田県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 山形県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 福島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 茨城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 栃木県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 群馬県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 埼玉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 千葉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30年度

13 東京都 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 神奈川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 富山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 石川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18 福井県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

19 山梨県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20 長野県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21 岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22 静岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 愛知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 三重県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25 滋賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

26 京都府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27 大阪府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

28 兵庫県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

29 奈良県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

30 和歌山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

31 鳥取県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

32 島根県 ○ ○ × 未定 × 未定 ○ ○ ○ 30年度 ○ 30年度

33 岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

34 広島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

35 山口県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

36 徳島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

37 香川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

38 愛媛県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

39 高知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

40 福岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30年度

41 佐賀県 ○ ○ ○ ×
2019年度
（31年度） ○ ○ 30年度 ○ ○ 30年度

42 長崎県 ○ ○ 30年度 ○ ×
2019年度
（31年度） ○ ○ 30年度 ○ ×

2019年度
（31年度）

43 熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

44 大分県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

45 宮崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30年度

46 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

47 沖縄県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

団体名

昇給 勤勉手当

評価結果を反映する昇給区分の設定 評価結果の昇給への活用 評価結果を反映する勤勉手当の成績区分の設定 評価結果の勤勉手当への活用

一般職員管理職員 一般職員 管理職員 一般職員 管理職員 一般職員 管理職員
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○人事評価結果の活用状況（平成30年度調査）　  (平成30年4月1日現在) 　＜指定都市＞

設定状況 設定予定時期 設定状況 設定予定時期 活用状況 活用予定時期 活用状況 活用予定時期 設定状況 設定予定時期 設定状況 設定予定時期 活用状況 活用予定時期 活用状況 活用予定時期

団体名

昇給 勤勉手当

評価結果を反映する昇給区分の設定 評価結果の昇給への活用 評価結果を反映する勤勉手当の成績区分の設定 評価結果の勤勉手当への活用

一般職員管理職員 一般職員 管理職員 一般職員 管理職員 一般職員 管理職員

1 札幌市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 仙台市 ○ ○ ○ ○ 30年度 ○ ○ 30年度 ○ × 2019年度
（31年度）

3 さいたま市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 千葉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 横浜市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 川崎市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 相模原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 新潟市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 静岡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 浜松市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 名古屋市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 京都市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 大阪市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 堺市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 神戸市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 岡山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30年度

17 広島市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18 北九州市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

19 福岡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20 熊本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 未定

※区分設定予定時期が平成30年度の場合は、設定状況を「○」と表示。

※活用予定時期が平成30年度の場合は、活用状況を「○」と表示。
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北海道（178） 42.7% 42.1% 21.3% 20.2% 38.8% 36.0% 24.2% 20.2%
青森県（40） 95.0% 95.0% 92.5% 92.5% 95.0% 95.0% 92.5% 92.5%
岩手県（33） 78.8% 75.8% 48.5% 45.5% 78.8% 75.8% 54.5% 51.5%
宮城県（34） 79.4% 79.4% 47.1% 47.1% 91.2% 91.2% 67.6% 67.6%
秋田県（25） 52.0% 52.0% 40.0% 40.0% 52.0% 48.0% 36.0% 36.0%
山形県（35） 60.0% 60.0% 37.1% 34.3% 51.4% 51.4% 25.7% 25.7%
福島県（59） 64.4% 64.4% 27.1% 27.1% 59.3% 59.3% 30.5% 30.5%
茨城県（44） 97.7% 97.7% 84.1% 84.1% 97.7% 97.7% 84.1% 84.1%
栃木県（25） 100.0% 100.0% 96.0% 84.0% 100.0% 100.0% 100.0% 92.0%
群馬県（35） 100.0% 100.0% 48.6% 48.6% 100.0% 100.0% 60.0% 57.1%
埼玉県（62） 66.1% 61.3% 46.8% 43.5% 74.2% 66.1% 59.7% 48.4%
千葉県（53） 69.8% 69.8% 41.5% 41.5% 77.4% 67.9% 56.6% 41.5%

東京都（区）（23） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
東京都（市町村）（39） 97.4% 92.3% 97.4% 82.1% 92.3% 89.7% 92.3% 82.1%

神奈川県（30） 73.3% 73.3% 60.0% 60.0% 90.0% 76.7% 83.3% 63.3%
新潟県（29） 93.1% 93.1% 72.4% 72.4% 96.6% 96.6% 86.2% 86.2%
富山県（15） 100.0% 93.3% 73.3% 73.3% 86.7% 86.7% 86.7% 86.7%
石川県（19） 100.0% 100.0% 94.7% 94.7% 94.7% 94.7% 89.5% 89.5%
福井県（17） 94.1% 94.1% 94.1% 94.1% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
山梨県（27） 100.0% 100.0% 70.4% 70.4% 100.0% 100.0% 77.8% 77.8%
長野県（77） 98.7% 98.7% 59.7% 59.7% 97.4% 96.1% 63.6% 61.0%
岐阜県（42） 97.6% 97.6% 88.1% 88.1% 97.6% 97.6% 95.2% 95.2%
静岡県（33） 57.6% 57.6% 42.4% 39.4% 54.5% 51.5% 39.4% 30.3%
愛知県（53） 86.8% 84.9% 75.5% 75.5% 94.3% 92.5% 90.6% 84.9%
三重県（29） 37.9% 37.9% 31.0% 27.6% 62.1% 37.9% 55.2% 31.0%
滋賀県（19） 94.7% 94.7% 63.2% 63.2% 94.7% 94.7% 68.4% 57.9%
京都府（25） 80.0% 68.0% 44.0% 32.0% 80.0% 76.0% 56.0% 44.0%
大阪府（41） 51.2% 48.8% 43.9% 41.5% 75.6% 65.9% 65.9% 56.1%
兵庫県（40） 75.0% 70.0% 62.5% 50.0% 95.0% 92.5% 87.5% 80.0%
奈良県（39） 53.8% 53.8% 30.8% 30.8% 66.7% 61.5% 56.4% 46.2%
和歌山県（30） 80.0% 80.0% 66.7% 66.7% 83.3% 83.3% 76.7% 76.7%
鳥取県（19） 84.2% 84.2% 52.6% 47.4% 89.5% 89.5% 73.7% 73.7%
島根県（19） 47.4% 47.4% 21.1% 15.8% 57.9% 52.6% 26.3% 15.8%
岡山県（26） 50.0% 50.0% 42.3% 42.3% 69.2% 61.5% 57.7% 53.8%
広島県（22） 90.9% 81.8% 22.7% 18.2% 90.9% 90.9% 50.0% 40.9%
山口県（19） 78.9% 73.7% 68.4% 68.4% 68.4% 57.9% 57.9% 52.6%
徳島県（24） 100.0% 100.0% 33.3% 33.3% 95.8% 95.8% 20.8% 20.8%
香川県（17） 100.0% 100.0% 47.1% 47.1% 70.6% 64.7% 64.7% 58.8%
愛媛県（20） 80.0% 80.0% 70.0% 70.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
高知県（34） 100.0% 100.0% 67.6% 67.6% 100.0% 100.0% 88.2% 88.2%
福岡県（58） 60.3% 60.3% 39.7% 39.7% 72.4% 70.7% 60.3% 51.7%
佐賀県（20） 40.0% 40.0% 20.0% 20.0% 40.0% 40.0% 25.0% 20.0%
長崎県（21） 42.9% 42.9% 23.8% 23.8% 52.4% 47.6% 38.1% 33.3%
熊本県（44） 56.8% 56.8% 34.1% 34.1% 50.0% 50.0% 22.7% 22.7%
大分県（18） 100.0% 94.4% 38.9% 33.3% 66.7% 61.1% 22.2% 16.7%
宮崎県（26） 34.6% 34.6% 19.2% 19.2% 23.1% 23.1% 15.4% 11.5%
鹿児島県（43） 95.3% 93.0% 41.9% 39.5% 93.0% 93.0% 44.2% 41.9%
沖縄県（41） 70.7% 65.9% 19.5% 19.5% 73.2% 70.7% 22.0% 22.0%

平均 73.9% 72.6% 50.2% 48.4% 75.9% 73.0% 58.0% 53.1%

※ 表中の「区分設定済み」「活用済み」は、H30年度中に設定・活用を予定している団体を含む

区分設定済み 昇給に活用済み 区分設定済み 勤勉手当に活用済み

○各都道府県内の市区町村における人事評価結果の活用状況（平成30年度調査）

団体名
（　）は団体数
※指定都市除く

昇　　給 勤勉手当

管理職員 一般職員

平成30年4月1日現在

一般職員管理職員 一般職員 管理職員 一般職員 管理職員

45



 

 

 

 

 

 

 

８． 健康保険法の改正に係る現状 
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